
法人単位財務諸表と各勘定別財務諸表との関係
\ 貸借対照表

（単位：円）

科 目 証券化支援勘定 住宅融資保険勘定 財形住宅資金貸付勘
定 住宅資金貸付等勘定 既往債権管理勘定 調 整 法 人 単 位

（資 産 の 部）
現金預け金 150¶496¶018¶227 11¶021¶163¶297 9¶789¶047¶270 79¶175¶018¶387 415¶920¶152¶339 0 666¶401¶399¶520

現金 462¶096 14¶427 39¶413 216¶567 192¶453 0 924¶956

預け金 100¶250¶114¶701 11¶021¶148¶870 5¶023¶891¶446 59¶529¶042¶166 220¶645¶449¶108 0 396¶469¶646¶291

代理店預託金 50¶245¶441¶430 0 4¶765¶116¶411 19¶645¶759¶654 195¶274¶510¶778 0 269¶930¶828¶273

買現先勘定 0 0 0 56¶990¶971¶770 0 0 56¶990¶971¶770

金銭の信託 565¶424¶481¶914 4¶734¶467¶291 569¶492¶998 188¶765¶966¶447 14¶444¶445¶404 0 773¶938¶854¶054

有価証券 390¶241¶718¶926 147¶606¶645¶562 0 426¶604¶065¶552 450¶016¶150¶000 0 1¶414¶468¶580¶040

国債 139¶806¶745¶278 56¶581¶404¶922 0 35¶565¶960¶458 0 0 231¶954¶110¶658

地方債 70¶749¶677¶217 47¶244¶972¶403 0 41¶275¶628¶820 0 0 159¶270¶278¶440

政府保証債 10¶216¶447¶579 6¶014¶265¶686 0 10¶384¶736¶561 0 0 26¶615¶449¶826

社債 169¶468¶848¶852 37¶766¶002¶551 0 114¶377¶739¶713 0 0 321¶612¶591¶116

株式 0 0 0 0 16¶150¶000 0 16¶150¶000

譲渡性預金 0 0 0 225¶000¶000¶000 450¶000¶000¶000 0 675¶000¶000¶000

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの 政府保証債 1¶804¶971¶508 1¶799¶860¶000 � 5¶111¶508

社債 71¶750¶158¶459 58¶832¶134¶000 � 12¶918¶024¶459

小計 73¶866¶373¶260 60¶942¶723¶000 � 12¶923¶650¶260

合 計 739¶452¶430¶040 758¶714¶024¶400 19¶261¶594¶360

] その他有価証券
（単位：円）

区 分 種 類 貸借対照表計上額 取 得 原 価 差 額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えない
もの

その他 675¶000¶000¶000 675¶000¶000¶000 0

なお、貸借対照表計上額が取得原価を超えるものはありません。
^ 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券

（単位：円）

種 類 売 却 原 価 売 却 額 売 却 差 額

国債 37¶806¶274¶450 40¶050¶985¶500 2¶244¶711¶050

地方債 3¶352¶842¶141 3¶482¶360¶800 129¶518¶659

政府保証債 49¶541¶003 52¶891¶000 3¶349¶997

社債 6¶802¶586¶897 6¶988¶906¶000 186¶319¶103

合 計 48¶011¶244¶491 50¶575¶143¶300 2¶563¶898¶809

（売却の理由等）不要財産に係る国庫納付を行うため売却しました。なお、当該売却取引は、売却
差額を損益計算上の損益に計上しない取引として、主務大臣の指定を受けています。
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９ 重要な債務負担行為

該当事項はありません。

10 重要な後発事象

該当事項はありません。

11 不要財産に係る国庫納付等

\ 不要財産としての国庫納付等を行った資産の概要

ア 種類

現預金及び有価証券

イ 帳簿価額

現預金 4¶056¶538¶000円 有価証券 48¶011¶244¶491円

] 不要財産となった理由

出資金について、その執行の見直しを行った結果、今後見込まれる事業量のもとでは、上記財

産については業務を確実に実施する上で必要がなくなったと認められたためです。

^ 国庫納付等の方法

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第46条の２第１項及び第２項の規定に基づき、

国庫納付等を行いました。

_ 譲渡収入による現金納付等を行った資産に係る譲渡収入の額

50¶575¶143¶300円

` 国庫納付等の額

54¶345¶685¶044円

a 国庫納付等が行われた年月日

平成24年３月16日

b 減資額

51¶900¶000¶000円

�
�


		2012-07-25T14:52:23+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




